
設計・工事監理・設計意図伝達業務委託料の算出 

 

 建築物の規模・構造や概算金額がまとまれば設計・工事監理・設計意図伝達業務委託料の

算出が可能となります。これらの費用の算出に当たっては国土交通省が平成 31 年 11 月 21

日付け国土交通省告示第 98号で建築士法に基づき建築士事務所の開設者がその業務関して

請求することのできる報酬の基準を定めています。 

その基準には、これまでの多様な実績データ分析結果を踏まえ、①基本設計及び実施設計

の標準業務の内容、成果図書、②工事施工段階で設計者が行うことに合理性がある実施設計

に関する標準業務（設計意図伝達業務）、③工事監理に関する標準業務及びその他の業務が

示され、建築物の用途、延べ床面積、敷地や建築物の形状等の別により一定の係数を入力す

る計算式になっています。 

 当組合では本算式に基づく計算ソフト（算出シート）を作成し、事業者・発注者の皆様の

ご支援をさせていただいております。 

なお、算出シートは設計業務 7 シート（新営単独・複合、リフォーム、リノベーション

等）、工事監理 6シート（新営単独・複合、改修等）、意図伝達 2シート（新営単独・複合）

の計 15シートに分かれています。 

 

本表は発注者監督員と受注者の業務区分表で委託割合を算出します。 

  

 



本表は設計業務の委託料を算出するシートです。 

  



本表は工事監理業務の委託料を算出するシートです。 

  

  

 



本表は設計意図伝達業務の委託料を算出するシートです。 

 

 


